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⑵　サプライチェーンを通じたCO２の見える化
食品産業におけるフードチェーンは、一般的には「サプライチェーン」と称され、製造した商品が消費
者に届くまでの一連のプロセスを示す。２－３で紹介したように、製品の開発、原材料の調達、製品の製
造、配送、販売といった各過程で温室効果ガスが排出されており、温室効果ガスを削減するためには各過
程まで視野に入れ、関係者と協力して取り組んでいくことが必要である。
食品産業のサプライチェーンに関係するCO２の見える化の仕組みとしては、フードマイレージ、カーボ
ンフットプリント（CFP）、農林水産分野におけるCO２の見える化、エコレールマーク等があり、既に複数
の食品関連事業者において試行・導入されている。しかしながら、食品産業においては特に、原材料を複
数の産地から調達したり、調達先が頻繁に変わったりすることが多く、同じ商品でも複数のCO２排出量デー
タが存在するのが現状である。また、商品の数が多く全てについてCO２排出量を算出するのには膨大な時
間やコストがかかること、さらに、現時点でも食品には多数の情報を表示する必要があり、限られたスペー
スにCO２排出に関する表示も行うことが本当に消費者に対して有効な情報提供となるかといった課題もあ
る。参加企業の負荷を最小限に留めつつ、サプライチェーンを通してのCO２排出量を極小化し、その結果
を消費者に伝える仕組みが必要である。
環境省が中心となって運営されているグリーン・バリューチェーンプラットフォームでは、サプライ
チェーンにおける温室効果ガス排出量に関する情報プラットフォームとして、国内外の動向、排出量の算
定方法等の情報が紹介されている。これらの動きも睨みつつ、食品産業における、効果的でわかりやすく、
取り組みやすいCO２の見える化の方法を検討していくことが必要である。

　

 

図５－１　グリーン･バリューチェーンプラットフォームのサイト画面
資料：http://www.gvc.go.jp/contact.html

５．食品産業におけるCO２削減の方向性
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⑶　サプライチェーンを通した食品ロスにつながる商慣習の改善
我が国においては、食品由来の廃棄物は約１,７１３万トン発生し、うち可食部分と考えられる量（規格外品、
返品、売れ残り、食べ残し）と考えられる食品ロスが５００～８００万トンと推計されている。食品ロスとして
廃棄することは、商品としての価値だけでなく、原材料の生産から加工、流通に要したエネルギーまでを
全て無駄にするということであり、また、処理・処分の段階においても新たなエネルギーを消費する。ま
た、これらの全ての過程でCO２を排出している。したがって、食品ロスを削減することは、食料問題のみ
ならず、食品産業の企業経営上も重要な意味を持つ。
フードチェーン全般で生じる食品ロスには様々な要因があると考えられ、食品関連事業者（製造、卸売、
小売）の連携により、引き続きその内容を分析することが必要である。「食品ロス削減のための商慣習検討
ワーキングチーム」の取組を引き続き拡大していくことが有効である。

⑷　消費者の巻き込み
食品産業の発展と環境負荷の削減を同時に推進していくためには、消費者を巻き込んだ取組の拡大が必
要である。
食品ロスについては、平成２４年７月に発足した「食品ロス削減関係省庁連絡会議」を始め、関係省庁に
よる連携体制も整備されつつあることから、国の枠組みを活用しつつ、国民運動へと展開していくことが
有効である。

図５－２　食品ロス削減に関する国の取組
資料：農林水産省

５．食品産業におけるCO２削減の方向性
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調査票

調　査　票
１　エネルギーの削減に関するアンケート
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（２）　流通における食品の返品・廃棄に関するアンケート
　・メーカー向け
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